
第５回 ＤＸくまもと創生会議
日時：令和４（２０２２）年２月２５日（金）

１５：００～
場所：知事応接室

１ 開会

２ 共同座長挨拶

熊本県知事 蒲島郁夫

九州旅客鉄道株式会社特別顧問 石原 進

３ 審議

・くまもとＤＸグランドデザイン（最終案）について

４ 意見交換

・くまもとＤＸグランドデザイン（最終案）の推進について

５ 知事総括

６ 閉会



DXくまもと創生会議 メンバー
（順不同）

共同座長：石原 進 九州旅客鉄道株式会社特別顧問

（同） ：蒲島郁夫 熊本県知事

委 員 ：甲斐隆博 肥後銀行代表取締役会長

白石 隆 熊本県立大学理事長 ※

髙畠宏一 株式会社ミライト・テクノロジーズ会長

永野芳宣 九州産業大学特命教授

山田清志 東海大学学長
※オンライン参加予定者



ＤＸくまもと創生会議について

ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を熊本の将来の発展につなげるため、有識者等から長期的かつ
大所高所からの意見を求めることを目的とする。併せて、熊本県内官民挙げたＤＸ推進の機運醸成を図る。
※DX：AIやIoTなどのデジタル技術でヒト・コト・モノをつなぎ、人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること。

第１回（R.2.12）：熊本におけるＤＸの可能性
・現在策定中の県情報化推進計画を参考に、各委員からＤＸによる熊

本の可能性に関し、幅広く議論。

第２回（R.3.3）：ＤＸ時代のそれぞれの分野のあり方
・第１回会議を受けた分野ごとのＤＸについて議論。

・本会議体が仮称くまもとＤＸグランドデザインを産学行政の共通指

針として策定することを決定。

第３回（R.3.8）：仮称くまもとＤＸグランドデザイン
・仮称ＤＸグランドデザイン（中間とりまとめ）について審議。

第４回（R.3.10）：仮称くまもとＤＸグランドデザイン
・仮称ＤＸグランドデザイン（原案）について審議。

第５回（R.4.2）：くまもとＤＸグランドデザイン
・ＤＸグランドデザイン（最終案）について審議。

目的

メンバー

議題

高度情報化推進本部DXくまもと創生会議

枠組み

《地域課題の解決策
及びサービスの構想等》

官民連携した熊本型
DXの全面展開

情報化推進計画
・行政デジタル化

デジタル技術の活用

共同座長：石原 進 九州旅客鉄道株式会社特別顧問
（同） ：蒲島郁夫 熊本県知事
委 員 ：甲斐隆博 肥後銀行代表取締役会長 白石 隆 熊本県立大学理事長

髙畠宏一 ミライト・テクノロジーズ会長 永野芳宣 九州産業大学特命教授
山田清志 東海大学学長

DXくまもと創生会議が長期的・
大所高所から県に意見具申

行政機関内部のデ

ジタル化は県庁内

で並行して検討

資料１
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くまもとＤＸグランドデザインの全体像

ビジョン（目指す姿）

ビジョン実現に向けた方向性（課題）

各方向性の実現手段（課題解決手段）

「各方向性の実現手段」の推進に寄与する、
デジタル技術を活用した具体的な取組み

熊本県が産学官で目指す未来の姿

「ビジョン」を実現するための課題として着目し、
熊本県の産学官で重点的に取組むもの

産業の発展を共創し県民所得を伸
ばし続ける県くまもと

ひとを惹きつける快適・安心な
生活環境を共創する県くまもと

県民総幸福量の最大化熊本県が最上位に据える目的

「ビジョン実現に向けた方向性」の各々を力強く
推進するための、デジタル技術を活用した方策の枠組み

くまもとDXプロジェクト（デジタル技術を活用した具体的な取組み）
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くまもとＤＸグランドデザインの範囲
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機運醸成

本会議で最終とりまとめ



くまもとＤＸグランドデザイン
～内なる超高齢・人口減少社会と国際的な脱炭素社会における快適・安心・発展の共創～

ＤＸくまもと創生会議

資料２
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はじめに

・オールくまもとで、頻発化する大規模災害からの復興と新型コロナウイルス感染症によ
り引き起こされた社会経済環境の変化への対応に果敢に取り組む間にも、少子高齢化によ
る人口構造の変化や若者層を中心とした人口の社会減など、静かなる革命が進行している。
２０４５年頃の熊本県においては、熊本市を含むほとんどの市町村で生産年齢人口の減少
が進み、熊本市周辺市町村以外の自治体では老年人口さえも減少するという人口減少の最
終段階に突入することが見込まれる。
・一方、世界を見渡せば、常態化する新型コロナウイルス感染症への対応、デジタル化や
国際的な取引関係や国際秩序の変化、食糧需要の増加、気候変動の影響による災害の激甚
化・頻発化、中でも脱炭素に向けた経済・社会の再構築の動きなど、世界全体の経済構造
や競争環境に大きな影響を与える変化が生じている。

向かい合わなければならない現実

●新たな技術
・Society 5.0が到来し、今後も予想できな
い新たな技術が登場することが見込まれ
る。
・現状維持のみに懸命にならず、デジタル
化の波に乗って、業務を効率化すれば、
人手不足を解決することができるのみな
らず、新たな技術にあわせてビジネスや
組織をしなやかに変革すれば、距離や費
用、時間等の制約により従来は対応困難
であった個人や事業者、地域社会の課題
に対し、きめ細やかに対応できるように
なる可能性がある。

未来に向けた可能性

●新たな価値観
・技術の進歩により、都市圏を皮切りに、
組織や場所にとらわれない多様で柔軟な
働き方、生き方を選択できる社会へ変
わっていくことが見込まれる。
・生き方・働き方の多様化、女性の社会進
出、SDGs、脱炭素など新たな潮流を包
摂する地域社会たりえれば、そのような
地域社会に魅力を感じる移住者や、関係
人口、ＵIJターン就職者の増加、誘致企
業の立地促進を図ることができる可能性
がある。
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・デジタル社会の形成は、熊本県の競争力の強化及び県民の利便性の向上に資するとともに、
急激な少子高齢化の進展への対応その他熊本県が直面する課題を解決する上で極めて重要。
・熊本県にとって、デジタル化による変革（デジタル・トランスフォーメション、以下「Ｄ
Ｘ」という）の推進は、熊本県が目指す未来の姿（将来ビジョン）を実現するための最も
重要な「手段」であるからこそ、「手段の目的化」に陥らないよう、その「目的」を明ら
かにしなければならない。
・また、ＤＸを推進するにあたっては、ミニ東京化していく福岡市や世界有数の国際都市と
なっていく東京都などと同じ土俵で勝負するのは得策ではなく、これらの人口増加を続け
る都市にはない熊本県の強みや魅力とは何か、これらの都市が抱える弱みやリスクのうち
熊本県が乗り越えるべきものは何かなど戦略的な視点が必要と考えられる。

問題意識

産学官の羅針盤の必要性について

・ＤＸの推進には、行政はもちろんのこと、地元の産業界、学界、その他団体や機関等が関
係することになる。
・そのため、関係者間でデジタル技術という「道具」を使う「目的」と「使い方」が曖昧で
あれば、熊本県全体として見た時に、その活用が良い結果につながるかどうかは運任せと
なり、費用や時間、労力をかけても望まれる効果が得られなかったということになりかね
ない。
・そこで、新たな熊本県づくりに向けては、過去からの延長線ではなく、１０年後を展望し
て見えてくる変化・課題とその課題を克服した先にある「あるべき姿」を想定した上で、
その実現に向けた現時点からの取り組みの方向性を描き、関係者間の「羅針盤」としてこ
のグランドデザインを示すこととしたい。

羅針盤としてのグランドデザイン

p.3



県民総幸福量の最大化 ～内なる超高齢・人口減少社会と国際的な脱炭素社会における快適・安心・発展の共創～

１.産業の発展を共創し県民所得を伸ばし続ける県くまもと
●県民所得向上の実現：熊本県の強み（ものづくり産業・農
業・観光）を成長エンジンに、人手不足の中にあっても県内総
生産を持続的に増大させる
・人手不足に負けない生産性・効率性の高い産業の実現
・グローバル社会を生き抜く国際競争力のある産業の実現
・更なる産業発展を加速させる新たな革新的な産業の実現

２.ひとを惹きつける快適・安心な生活環境を共創する県くまもと
●人口の社会増の実現：熊本県の強み（医療）・経験（災害）を活
かして大都市で深刻化する課題を未来志向で解決して示すとともに、
熊本県の弱点を克服することで、ひとを惹きつける豊かな地域社会を
創造する
・熊本県の強み(医療)・経験(災害)を活かした安心な生活環境の実現
・豊かな自然の中で都市と同様の便利さを実感できる快適な生活環境の実現
・地域社会の担い手に選ばれる生活環境の実現

・稼げる次代の生産体制づくり：生産基盤の強化、効率的で安
定的な生産力・商品力・産地力
・消費者ニーズをとらえたサプライチェーンの構築：供給体制
の構築、ブランド力の向上、販路の拡大

産学官によるＤＸ推進の２つのビジョンと７つの実現の方向性
最終目標

２.熊本県でこそ農業を挑戦したくなる成長産業に

・全県民による防災運動の強化：災害リスク情報の浸透、県
民・事業者の防災意識の醸成
・全支援機関による被災者支援の体制づくり：支援機関間での被

災・避難状況の迅速な把握・共有、復興期の被災者情報の共有

・健康福祉サービスの一体的な提供：医療・介護・予防・生活支援
に係るサービスの担い手の連携の推進、効率化によるサービスの担い
手の負荷軽減、サービスの質向上

・人を惹きつける大学等の教育環境の整備：大学等における先進的な教
育の実施
・新しい技術や新しい価値観など新たな潮流に対応した仕事環境の整
備：どこでも誰でも働ける環境づくり、リカレント教育の充実

５.オールくまもとで経験を活かして災害に強い熊本県に

４.熊本県でこそ新たなヘルスケアシステムの構築へ

７.熊本県を地域社会の担い手に選ばれる郷土に

・次代に向けたものづくり産業の変革：技術の向上、人手不足
対策
・イノベーションエコシステムの構築：人・もの・技術・情報
の集積、ベンチャー企業や大学・国の研究機関など研究開発
拠点との連携、熊本県における他分野の強みとの掛け合わせ

１.挑戦する企業を熊本県の様々な産業の発展の中心に

・満足度の高い観光地域づくり：熊本県が有する様々な分野の強み
を活かしたコンテンツ開発、ストレスフリーな観光の構築
・新しい顧客の開拓：インバウンドも見据え世の中の変化に徹
底的に対応したマーケティング

３.新しい観光スタイルを熊本県の切り札に

７つのビジョン実現の方向性

・身近な地域での生活サービスの完結：生活サービスのオンライン化、
キャッシュレス化、手続き簡素化、県民に寄り添った便利な生活サービス

６.熊本県を自然の恵みだけでなく便利さも実感できる地域社会へ

注：産学官がビジョンを実現するため、以下の共創ポイントに留意するとともに、 産学官によるDX推進の機運を醸成することが重要。
１.産学官／公共私の共創 例) 産学官によるイノベーションエコシステムの構築、自治体とNPO法人や地域コミュニティの協働
２.県外の人材や企業等との共創 例) IT系の誘致企業による介護業界の省力化、自治体等による関係人口との地域づくりなど
３.同業他社との共創 例) 観光型農業づくり、地域包括ケアシステム、県による市町村の垂直補完、自治体間の広域連携など

２つのビジョン（あるべき姿）
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７つのビジョン実現の方向性に係る実現手段

１．産学官の各主体によるくまもとＤＸグランドデザインの認知、興味関心

くまもとＤＸグランドデザインを認知していない産学官の各主体に向けて、くまもとＤＸグランドデザインを周知広報し、

くまもとＤＸグランドデザインの認知度を高める。

くまもとＤＸグランドデザインを認知した産学官の各主体に向けて、県内外のデジタル化やＤＸの先進的な取り組みに触

れる機会や場などを創出し、デジタル化やDＸの取り組みに対する興味関心を高める。

２．産学官のプレーヤーづくり、取り組みの共創促進

産学官のプレーヤー※とデジタル化やDＸの取り組みに興味関心を持った産学官の各主体が情報収集、情報発信、交流する

機会や場などを創出し、産学官の各主体のプレーヤーの輪を広げる。

※プレーヤー：くまもとＤＸグランドデザインの「各方向性の実現手段」の推進に寄与する、デジタル技術を活用した具体的な取り

組みを行う産学官の各主体

産学官のプレーヤーがＤＸグランドデザインに即すデジタル技術を活用した具体的な取り組みを共創する機会や場などを

創出する。

３．成功事例の創出

共創する産学官のプレーヤーは、ＤＸグランドデザインに即すデジタル技術を活用した具体的な取り組みを行うにあたり、

実証実験等を通じて計画の熟度や社会的受容性を高めつつ、社会実装に向けた着実なステップを踏み、産学官によるDX推

進の機運醸成に寄与する成功事例の創出を目指す。

ビジョン実現に向けて前提となる取組み：産学官によるDX推進の機運醸成
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７つのビジョン実現の方向性に係る実現手段

１－１－１．既存事業の生産性の向上

業務や生産工程などにデジタル技術を効果的に導入することで、業務の効率化や生産工程の自動化・省力化などによる生

産性の向上を図るとともに、データを収集・活用できる柔軟な体制を構築する。

１－１－２．既存事業の競争力の強化

データを戦略的に活用することで、製品・サービスの付加価値やコスト効率・エネルギー効率の向上、ビジネスモデルの

変革を図り、事業の競争力を強化する。

１－１－３．革新的な事業への変革

ビジネス環境の激しい変化に対応し、デジタル技術とデータを活用して、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・

風土までも変革し、新たな価値を創出する。

１－１．次代に向けたものづくり産業の変革

技術の向上、人手不足対策

ビジョン実現に向けた方向性１：挑戦する企業を熊本県の様々な産業の発展の中心に

１－２．イノベーションエコシステムの構築

人・もの・技術・情報の集積、ベンチャー企業や大学・国の研究機関など研究開発拠点との連携、本県における他分野

の強みとの掛け合わせ

１－２－１．データの共有・活用による産学官のシナジー効果の創出

参加登録したユーザーから提供されるデータや行政、教育機関、研究機関、事業者などが保有するデータなど様々なデー

タへのアクセスを確保することで、個々のデータだけでは生み出せない既存ビジネスのブラッシュアップや新たなビジネ

スの創出、地域課題の解決、県民生活の利便性向上に繋げる。

１－２－２．新たなビジネスの持続的創出

様々なデータへのアクセスやオンラインによる交流ができる環境のもと、国内外の人材や企業などとデータサイエンティ

ストやデータエンジニア、アーキテクトなどのデジタル人材が連携して、事業のデジタル化で培ったノウハウや蓄積され

たデータを活用することで、革新的な製品・サービスを開発する。
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７つのビジョン実現の方向性に係る実現手段

２－１－１．農作業の効率化・自動化

農作業をＩＣＴ、ロボット技術などの活用により人手を省き、安定的な生産力に繋げる。

２－１－２．高度な生産技術の伝承・共有化・スマート化

自然環境のデータ収集と作業の記録など栽培ノウハウのデジタル化を進め、熟練農業者の判断を見える化することで、高

度な生産技術を一般農業者や新規就農者に伝承するとともに、その生産技術のスマート化の実現にも取り組む。

２－１－３．農業経営の高度化

関係者（農家、農機メーカー、流通・小売、消費者等）がデジタル技術を活用して各主体が保有するデータを組み合わせ、

分析・予測・検証プロセスを繰り返すことで、高付加価値農業への転換を図る。

２－１－４．現場を支える営農支援の高度化

行政をはじめとする様々な支援機関の内部事務や支援サービスをデジタル化して業務の効率化を図るとともに、農地ＧＩ

Ｓなど情報プラットフォームの充実とデータを活用できる人材の育成に取り組み、農家を支援する体制を強化する。

２－１．稼げる次代の生産体制づくり

生産基盤の強化、効率的で安定的な生産力・商品力・産地力

ビジョン実現に向けた方向性２：熊本県でこそ農業を挑戦したくなる成長産業に

２－２．消費者ニーズをとらえたサプライチェーンの構築

供給体制の構築、ブランド力の向上、販路の拡大

２－２－１．物流の効率化・自動化

県産農産物を実需者に安定的に供給できるよう、共同輸送や最適な輸送経路の選択など、効率的な輸送体系の構築に取り

組む。

２－２－２．生産現場から流通、消費までの連携・情報の共有化

産地と消費者や実需者をデジタル技術で結び、様々なニーズや産地情報等とデータで共有化することで効率的な生産・販

売体制を構築し、農産物や食品のブランド力の向上や販路の拡大などに繋げる。
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７つのビジョン実現の方向性に係る実現手段

３－１－１．熊本県が有する様々な分野の強みと観光の掛け合わせ

これまで観光資源として十分に活用されてこなかった農業、モノづくり、食、健康、スポーツ、マンガ・アニメなどの熊

本県が有する優れた資源を発掘し、磨き上げ、デジタル技術を活用して観光客のニーズに合う、あるいは潜在的なニーズ

を喚起する観光コンテンツとして活用し、観光消費額の引き上げに繋げる。

ＸＲ技術を活用した魅力あるコンテンツなどの導入により、満足度の高い観光地域づくりに繋げる。

３－１－２．誰でも簡単に・気軽に観光できる環境の整備

観光関連の事業者（宿泊、交通、観光地の飲食、観光地の小売、その他施設）のサービスに係る予約・販売をオンライン

化・キャッシュレス化するとともに、情報発信や現地の案内を多言語対応（音声案内含む）するほか、Ｗｉ－Ｆｉ等導入

により観光地域のＷｅｂアクセス環境を向上し、誰でも簡単に・気軽に観光できる環境を整備する。

観光客の移動ニーズに対応し、複数の交通サービスや観光サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済などを一括で

行う仕組みや観光客の属性、購買、行動履歴等に基づいて最適な情報を提供する仕組みの実現に向けて取り組む。

３－１．満足度の高い観光地域づくり

熊本県が有する様々な分野の強みを活かしたコンテンツ開発、ストレスフリーな観光の構築

ビジョン実現に向けた方向性３：新しい観光スタイルを熊本県の切り札に

３－２．新しい顧客の開拓

インバウンドも見据え世の中の変化に徹底的に対応したマーケティング

３－２－１．観光客の動向の「見える化」による観光マーケティングなどの高度化

関係者が国内外からの観光客の観光行動などのデータを把握・分析する環境をオンライン上に整備し、データに基づく観

光マーケティング・観光施策・観光サービスを展開する。

３－２－２．個別マーケティングや新しいマーケティングの展開

デジタル技術を活用して、従前からのタビマエプロモーションをインバウンド、個人旅行、コト消費、ワーケーションな

ど世の中の変化に徹底的に対応して、ターゲット毎のアプローチに転換するとともに、タビアトプロモーションを強化す

ることで、リピーターの獲得や関係人口の拡大に繋げる。
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７つのビジョン実現の方向性に係る実現手段

４－１－１．地域医療連携ネットワーク（ＥＨＲ）の高度化

医療機関や薬局、介護関連施設などで患者の診療・調剤・介護などに必要な情報を共有し、分析することで、限られた人

的資源をより効果的に活用し、患者の状態にあった質の高い医療や介護サービスをいつでも・どこでも提供する。

４－１－２．医療・介護・予防・生活支援に係るサービスの効率化によるサービスの担い手の負担軽減、サービスの質向上

電子カルテや介護ロボットなどＩＣＴ・ロボット技術などを導入することで、サービスの担い手の負担軽減、サービスの

質向上を図る。

地域で求められる医療が提供されるよう遠隔医療を推進する。

４－１－３．地域や個人の健康課題の見える化による予防・健康づくりと医療費適正化の推進

健診・レセプトデータなどの分析により本県の健康課題を見える化し、地域の実態に即した効果的な事業の実施に繋げる。

個人がデジタル機器で記録した健康情報を医療機関または自動判定サービスなどを活用し、健康課題を本人に知らせると

ともに、行動変容を促す仕掛けを作るほか、このような取り組みと組み合わせて、パーソナルヘルスレコード（ＰＨＲ）

を本人の意思で共有活用する仕組みを構築し、新たなヘルスケアの取り組みに繋げる。

４－１．健康福祉サービスの一体的な提供

医療・介護・予防・生活支援に係るサービスの担い手の連携の推進、効率化によるサービスの担い手の負荷軽減、サー
ビスの質向上

ビジョン実現に向けた方向性４：熊本県でこそ新たなヘルスケアシステムの構築へ
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７つのビジョン実現の方向性に係る実現手段

５－１－１．災害リスク・避難情報の収集と提供の簡素化・高度化・迅速化

ライブカメラやＳＮＳ、デジタルマップなど防災情報の伝達手段を多重化するとともに、過去の災害情報とデジタル技術

を活用して、災害発生前から防災情報を県民・事業者に浸透させる取り組みを進める。

デジタル技術を活用して県民・事業者に伝達する防災情報を拡充するとともに、災害リスク情報を地域住民から収集する

プラットフォームを構築する。

５－１－２．避難行動の円滑化

スマートフォン等の位置情報を活用し、発災時に要配慮者などの逃げ遅れを迅速に把握するなど、自主防災組織などによ

る共助の取り組みを円滑化する。

５－１．全県民による防災運動の強化

災害リスク情報の浸透、県民・事業者の防災意識の醸成

ビジョン実現に向けた方向性５：オールくまもとで経験を活かして災害に強い熊本県に

５－２．全支援機関による被災者支援の体制づくり

支援機関間での被災・避難状況の迅速な把握・共有、復興期の被災者情報の共有

５－２－１．被災状況把握の迅速化・精緻化

災害情報の収集、避難誘導・人命救助など発災直後の活動について、デジタル技術を活用して迅速化・精緻化する。

避難者数やその状況（人数、年齢層、性別）を顔認証やＡＩ、携帯電話・スマートフォンの位置情報を活用して迅速に把

握、共有できるようにし、効果的な支援（物資・人員配置等）に繋げる。

５－２－２．支援状況の把握・共有とアウトリーチ型の支援

被災者台帳と各種税情報、医療・介護情報など被災者のデータを連携し、各種支援機関による支援を効果的に実施する。
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７つのビジョン実現の方向性に係る実現手段

６－１－１．行政内部のペーパレス化・ハンコレス化

行政の内部事務をデジタル化し「紙」や「押印」をベースとした業務形態からの転換を行う。

６－１－２．行政サービスのオンライン化・キャッシュレス化

行政手続きや補助金申請など様々な行政サービスをマイナンバーカードなどの電子的なＩＤ・認証制度の仕組みを活用し

てオンライン化する。

行政手続きや補助金申請など様々な行政サービスをＱＲコードやクレジットカードなどキャッシュレス決済の仕組みを活

用してキャッシュレス化する。

６－１－３．民間サービスなどのオンライン化・キャッシュレス化

 民間事業者などが主体となる医療や金融、交通、ライフライン、配達など様々な生活サービスを上述の行政サービスと同

様に、オンライン化、キャッシュレス化する。

６－１－４．シェアリングエコノミーによる生活サービスの変革

 デジタル技術を活用して、モノ・場所・技能などを売買・貸し借りすることなどにより県民に寄り添った便利な生活サー

ビスの実現に向けて取り組む。

６－１－５．生活サービスのワンストップ化

 行政サービスをはじめとする様々な生活サービスを、スマートフォンによりワンスオンリー・ワンストップで行うことが

できるようにする。

６－１．身近な地域での生活サービスの完結

生活サービス（行政サービス＋民間サービス）のオンライン化、キャッシュレス化、手続き簡素化、県民に寄り添った

便利な生活サービス

ビジョン実現に向けた方向性６：熊本県を自然の恵みだけでなく便利さも実感できる地域社会へ
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７つのビジョン実現の方向性に係る実現手段

７－１－１．次代を担う人材に求められる教育環境の提供

大学教育などにおいて、大学間連携や地域連携を推進し、地域社会で活躍できる以下のような次代を担う人材を育成・輩

出する。

・データサイエンティスト、データエンジニア、アーキテクトなどのデジタル人材

・地域経済の発展、地域社会の課題解決などを企画・実行できる起業家などのイノベーター型人材

義務教育、高等学校教育などの各段階においてもＩＣＴ教育環境やデジタルコンテンツを整備するとともに、デジタル人

材を育成する。

７－１．人を惹きつける大学等の教育環境の整備

大学等における先進的な教育の実施

ビジョン実現に向けた方向性７：熊本県を地域社会の担い手に選ばれる郷土に

７－２．新しい技術や新しい価値観など新たな潮流に対応した仕事環境の整備

どこでも誰でも働ける環境づくり、リカレント教育等の充実

７－２－１．都市部の利便性、豊かな自然環境の両方を享受できる仕事環境の整備

産学官のテレワークを推進する。

副業・兼業、フリーランスなどの多様な働き方ができる環境を整備する。

７－２－２．リカレント教育等の充実

事業者や県民のデジタルリテラシーを向上させる。

地域社会の担い手がＩＴスキルなど自身の仕事に関連した専門のスキルや知識を学べる教育環境を提供する。
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資料３

くまもとＤＸグランドデザイン
の推進について

p.1



くまもとＤＸ推進コンソーシアムについて
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くまもとＤＸグランドデザインの全体像

ビジョン（目指す姿）

ビジョン実現に向けた方向性（課題）

各方向性の実現手段（課題解決手段）

「各方向性の実現手段」の推進に寄与する、
デジタル技術を活用した具体的な取組み

熊本県が産学官で目指す未来の姿

「ビジョン」を実現するための課題として着目し、
熊本県の産学官で重点的に取組むもの

産業の発展を共創し県民所得を伸
ばし続ける県くまもと

ひとを惹きつける快適・安心な
生活環境を共創する県くまもと

県民総幸福量の最大化熊本県が最上位に据える目的

「ビジョン実現に向けた方向性」の各々を力強く
推進するための、デジタル技術を活用した方策の枠組み

DXプロジェクト（デジタル技術を活用した具体的な取組み）

〇
〇
の
□
□
化

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

DXﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄA DXﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄB DXﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄC DXﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ…

くまもとＤＸグランドデザインの範囲
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産学官の各主体
商工会、工業連合会、農業法人協会、観光連盟、DMO、医師会、県社会福祉協議会、地元企業、ＩＴ企業、

ベンチャー企業、市町村、国の出先機関、大学等

くまもとＤＸグランドデザインの実現推進に係る全体構想（案）

県民総幸福量の最大化
（熊本県が最上位に据える目的）

くまもとＤＸグランドデザイン
（２つのビジョン及び７つの実現の方向性並びに各方向性の実現手段）

うち、DXに係る個別の取組みを行う産学官の各主体
※グランドデザインの「７つの方向性の実現手段」の推進に寄与する取組みを行う以下の各主体を指す。
産－経済同友会、熊本商工会議所、
学－熊本大学、東海大学、熊本県立大学、専門学校イデアITカレッジ阿蘇 ※左記は現時点で把握している主体
官－熊本県、熊本市、八代市、荒尾市、人吉市

予算額40百万円
※パイロットプロジェクト事業２．３除く

最上位目的の達成への寄与

グランドデザインに示したビジョンの実現

グランドデザイン実現に向けた、県を中心とした産学官のコンソーシアム
※コンソーシアムの運営事務局を含む組織形態については現在、最適な形を検討中

実施主体：DX推進に興味関心を持つ企業・大学・
自治体・関係団体等から構成される、コンソーシア

ムの会員
 コンソーシアムの規約に同意し、本共同体の取組みに

参加する産学官の各主体を示す。尚、会費は当面の間、
徴収なしを想定。

コンソーシアムの役割．DX推進機運の醸成

実施主体：コンソーシアムの会員から構成されるプロジェク
トチーム
 グランドデザインの「７つの方向性の実現手段」の推進に寄与する

産学官共創による取組みを具体的なプロジェクト形式で実施。将来
的には観光、防災など特定分野のワーキンググループご
とに会員からメンバーを募集し、複数の取組みの実施を
目指す。

コンソーシアムの役割．DXプロジェクト事業の推進

 イベント・セミナー等の企画実行
グランドデザインの周知広報、先進地事例の勉強会、

県内の取り組み事例の報告会等
 情報プラットフォームの企画・構築・運営
情報発信・収集・交流の場としての会員用ウェブサイ

トの運営等

 パイロットプロジェクト事業の企画実行
１．公募型実証プロジェクト
２．地域活性化人材育成プロジェクト
３．阿蘇DX人材育成プロジェクト
４．スマートシティ等連携プロジェクト

※上記は令和4年度実施予定の事業（現時点案）。詳細は後ページに記載

コンソーシアムへの入会

※5~9ページに詳細を記載

成
果
や
教
訓
等
の
提
供

機
運
醸
成
へ
の
協
力

プ
レ
ー
ヤ
ー
化

プ
レ
ー
ヤ
ー
化

産
学
官
の
各
主
体
が
個
別
に
実
施
す
るD

X

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

※

10

～
45

ペ
ー
ジ
に
詳
細
を
記
載

ビジョン実現
への寄与
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産学官のコンソーシアムにおいて実施するパイロットプロジェクト（案）

企業や大学、自治体、関係団体等による「７つの方向性の実現手段」の推進に
寄与する実証事業

①公募型実証プロジェクト

②地域活性化人材育成プロジェクト

熊本大学や東海大学、県立大学による地域社会におけるデジタル人材（大学
生）の育成

③阿蘇DX人材育成プロジェクト

専門学校イデアITカレッジ阿蘇や南阿蘇村、IT企業等による阿蘇における観
光・農業分野のデジタル人材（専門学生）の育成

④スマートシティ等連携プロジェクト

熊本県とスマートシティ等に取り組む熊本市、八代市、荒尾市、人吉市による
地域間連携、情報連携のあり方研究

・コンソーシアムの会員から構成されるプロジェクトチームが、グランドデザインの

「７つの方向性の実現手段」の推進に寄与する産学官共創による取組みを実施。

・令和４年度は、以下のプロジェクトのチームを立ち上げ予定。
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①公募型実証プロジェクト

《概要》DXグランドデザインのビジョンの７つの方向性・実現手段に沿った取組を共創により実施する実証プロジェクトを組成
し展開。実装に向けたフォローアップを推進。

◎企業が保有する
デジタル技術

◎大学が保有する
デジタル技術

デジタル技術

◎くまもとDXグラ
ンドデザインの
７つの方向性等
に関連する地域
課題やニーズ

地域課題
ニーズ×

DX技術と地域課題・ニーズの掛け合わせ
によるイノべージョン

IT企業・大学（県内外） 県内企業・自治体等

【メリット】
CSR、CSV
収益の向上

コンセプト

IT企業・大学と県内事業者・自治体が連携したプロ
ジェクトの組成

【メリット】
課題解決、収益や生産性の向上
新たな価値の創造

産業 医療・介護・福祉 防災

×

生活

実現したい姿

◎ビジョン実現のための取組みのニーズを掘り起こし、関係
主体による課題解決につながる取組が県内に広がってい
くこと

問題点・課題

《取組そのものの拡大》
◎デザインに共感し、ビジョン実現のための取組を進める主
体を掘り起こし、取組の促進や底上げを行うことが必要。

取組の方向性

◎ 共創による地域課題解決の促進

《ビジョンの方向性》７つの方向性や実現手段に共通する取組

県情報政策課

DXの取組の裾野の拡大 DXのノウハウの蓄積 DX人材の確保 DX企業の集積
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②地域活性化人材育成プロジェクト 熊大、県立大学、東海大学

文部科学省令和4年度「地域活性化人材育成事業（SPARC）」に申請予定

p.7
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③阿蘇（観光・農業）×ＤＸ人材育成プロジェクト イデアITカレッジ阿蘇

・専門学校イデアITカレッジ阿蘇（IICA）が地元企業やIT企業、南阿蘇村等と連携して、阿蘇における農業と
観光分野の課題をITやDXで解決していく人材育成プログラムを開発し、専門学生に教育する。

・将来的には、学生教育カリキュラムから、リカレント教育プログラムにも拡大することを目指す。

IICAの注文式教育参画企業 約40社
既に、企業とタイアップしたカリキュラム開発を行っている

専門学校
イデアITカレッジ阿蘇
（2022年4月開校）

プログラミング
システム設計

統計
データ収
集/分析

システム構築
ICT運用

セキュア
プログラミング

データエンジ
ニアリング

ネットワーク・
システム管理

フィールド課題
長期インターンシップ

専門学生教育
リカレント教育

阿蘇の課題（農業・観光分野）
観光、旅館、農業法人、業界団体

IT、DXによる課題解決プログラム
IT企業、IT関連団体

黒川温泉
インバウンド誘客

農業法人
害獣見張り対策

DX人材育成プログラム開発

旅館・ホテル
デジタルマーケティング

文部科学省令和4年度「専修学校と業界団体等との連携によるDX人材育成養成プログラム」に申請予定
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④スマートシティ等連携プロジェクト

コンセプト実現したい姿

◎スマートシティの取組みを進める自
治体の連携を促し、効率的・効果
的な各自治体の事業実施を実現す
ることを通じて、くまもとＤＸグ
ランドデザインの実現に資する。

問題点・課題

◎スマートシティの枠組みで、共通
課題に対応する取組みについて、
情報共有等が無ければ非効率とな
る可能性がある。

◎各自治体毎でデータの規格が異な
ることで、将来的にデータの流
通・連携に支障を生む可能性があ
る。

取組の方向性

◎各自治体の取組内容、状況の共有
◎データ連携基盤のあり方研究

《ビジョンの方向性》７つの方向性や実現手段に共通する取組

県情報政策課

《概要》くまもとＤＸグランドデザインの目指す姿と親和性の高い、各市のスマートシティの取組みについて
効果的な実現のために相互の情報共有等を行っていく。また、各自治体が実施する事業の根底をなす、データ
の収集と提供の基盤である「データ連携基盤」のあり方を研究する。
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産学官の各主体が実施する
取組みについて

※記載されている予算については予算案であり、議会提案中です。
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《ビジョンの方向性》１．産業の発展を共創し県民所得を伸ばし続ける県くまもと

県内産業の競争力強化に向けたDX活用プロジェクト

《取組みの概要》
・次代に向けたものづくり産業の変革：ＩｏＴ、ＡＩ、ロボット等のデジタル技術活用によりＤＸの実現を推進する。
・イノベーションエコシステムの構築：熊本が強みを持つライフサイエンス分野(※1)を核に、人・もの・技術・情報をかけ合わ
せた”知の集積”を実現し、イノベーションの好循環を生み出すことを目的とした「UXプロジェクト(※2)」を推進する

県産業支援課

(2) UXプロジェクトにおけるデータ連携基盤の構築

ビジネスに結びつく様々な情報(データ)にアクセスできることは、ビジネス上の
優位性を持つことにつながるとともに、新産業を創出し、イノベーションの好循環
を生み出すためには欠かせない要素。
そこで、医療分野等を先行事例に、アクセスできるデータイメージを示すと同時

に具体的なデータを順次整理し、併せて、取扱うデータの希少性も発信する。

【具体的な取組み】
①データの活用コンセプトおよび活用例の検討・整理を行い、データ連携基盤に
関する仕様検討を実施

②単体のデータだけでは生み出せない新たなビジネスの創出を推進するために、
県が保有するオープンデータのみならず、様々な関係機関が有するデータに横
断的にアクセスできる環境構築に向けた調査・検討

※1：UXプロジェクトにおいては、医療・介護・健康・食・ビューティー・スマート農業等の分野を指す
※2：Uは”You”、”結う”、”熊(ゆう)”。Xは”クロス(掛け合わせる)”、”未知”の意を込めた造語

UX
データ連携基盤

サービス(アプリ等)

利用料(有料サービス時)

参加登録+データ システム利用料 データ

サービス開発サービス利用

①活用例の検討・整理

データ連携基盤の活用事例

医療データ 市町村等の
健康データ

熊本県等の
オープンデータ

…その他連携する
各種データ

②データ連携

ユーザー 企業等

(1) DX推進に向けたデジタル技術の導入

ものづくり産業の生産性を向上させつつ、
競争力を維持強化していくため、デジタル化
によって新しい価値を創造する「ＤＸ」への
取組みが肝要である。
そこで、ＤＸを進める上での足掛かりとな

るＩｏＴ等を中心としたデジタル技術の導入
について、各企業の置かれた状況やフェーズ
に応じて支援している。

導入啓発・

ニーズの掘り

起こし

•普及啓発セミナーの開催

•導入支援チーム派遣事業

導入モデル

の形成

•ＩｏＴ・ＡＩ導入モデル企業支援

•DX導入モデル企業支援事業（産業技術センター）

財政支援

•ＩｏＴ導入計画策定補助金

•くまもと地場企業デジタル化推進補助金

•地域未来投資促進補助金

人材育成

•デジタルものづくり中核人材の育成

（産業技術センター）

•マイスターハイスクール事業（高校教育課と連携）
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《ビジョンの方向性》１.産業の発展を共創し県民所得を伸ばし続ける県くまもと

「ＵＸプロジェクト」の推進

《取組みの概要》
・「大空港構想Next Stage」や「熊本県産業成長ビジョン」に掲げる取組みの実現とともに、本県経済が将来にわたり、持続的

に成長していくためには、半導体関連産業及び自動車関連産業に続く「第３の柱」 となる新たな産業の創出が必要
・そのため、空港周辺地域を拠点に、熊本の強みであるライフサイエンス分野を中心として、ビジネス創出の好循環(エコシステ

ム)形成を目指す「UXプロジェクト」を推進

県産業支援課

予算額１億３３百万円

＜現状・課題＞ ＜事業概要＞

・新産業の創出に向けては、多種多
様な人材の集積が必要

・併せて、それらの人材による交流・実
証の機会や場所、一体的なサポー
ト体制が求められる

・さらに、新たなビジネスの源泉となる
様々なデータへのアクセス環境が不
可欠

【現状】

・基本計画(R3.10策定)では、ライフ
サイエンス分野の強みを生かした、県
内産業の「第３の柱」の創出を掲げ
ている

・そのために、まずは、全国から起業家
等が集い、新たなビジネスが生まれ
ることによる新産業の創出が必要

【課題等】

＜イメージ図＞

○事業内容：全国から起業家等が集い、新たなビジネスが生まれることによる新産業の創出に向け
た取組み

①起業家・企業・研究者等の発掘・呼び込み・育成

・本プロジェクトの推進に不可欠なプレーヤーの集積を図るイベントの開催、大学等と連携した人材育成

②ネットワークの形成
・健康や農業等をテーマに企業等が有する技術やビジネスアイデアによる協業と実証機会の提供

③支援体制の整備
・既存支援機関のあり方・体制見直しによる機能強化、金融機関等と連携した資金供給体制等の構築

④データ連携基盤の構築
・プレーヤーの呼び込みとビジネス創出に資するデータ連携基盤構築に向けた調査・検討

⑤交流拠点施設(イノベーションハブ)の整備
・既存施設を活用した先行的な交流拠点の整備・運営、新たな拠点施設の整備に向けた調査・検討等

○事業主体：県 ○事業期間：令和2年度～

R3 R4 R5～R8

• 基本計画等の策定
• 周知イベントの開催

• 企業等を巻き込んだ
取組みの開始

• プレーヤーの集積・育成
• 支援体制・基盤の整備
• 先行的な拠点の整備・運営
• 新たな拠点の基本構想策定等

• 各種取組みの継続・拡充

• 企業、大学、金融機関、市町村
等との連携強化

• 新たな交流拠点の整備

計画段階 着手段階 具現化段階
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《ビジョンの方向性》１.挑戦する企業を産業の発展の中心に

ＤＸ導入モデル企業支援

《取組みの概要》
・ＤＸ（ＩｏＴ、ＡＩ、ロボット、５Ｇなど）の導入等に積極的な県内製造業に伴走型の支援を実施し、ＤＸ導入モデル企業を

複数生み出し水平展開することで、県内企業へのＤＸの導入および定着を推進する。

県産業技術センター

予算額９百万円

Robot ５G

• 新型コロナ感染防止の観点から、3密を避ける
ためのテレワークが国内でも急速に進展して
いるが、企業の生産現場では導入・実施が極
めて困難。そのため、新たな新技術を利用し
た生産ラインの再構築が不可欠。

• 労働力、特に熟練工不足への対応は県内企
業が抱える大きな問題であり、生産性向上と
技術継承を解決することが喫緊の課題である。

• 労働生産性の伸び悩みに対する革新的技術
での解決策が必要。

• 国はDX導入を加速化させているが、県内産業
での導入は遅れ、相対的な競争力低下が懸
念される。

DX（IoTだけでなくAI,ロボット,5Gなど) の導入によ
り、生産ラインの自動化や生産性向上を図り、人
が密にならずかつ競争力のある生産現場を実現
し、本県を牽引する企業に広く波及させる。

○モデル企業へのDX導入支援
・モデル企業を６社程度選定
・各企業の生産ラインに適したDXの導入を支援

(企業での実装と技術指導)

○企業現場における運用及び応用展開支援
・導入技術を企業内で自主運用できる体制支援
・企業内の新たな工程における応用展開を支援

○成果の紹介と他社への水平展開
・モデル企業の導入事例のとりまとめ
・導入成功事例を広くPRすると共に、現地研修
やセミナーを通して他の企業への水平展開
・DXに積極的に取組む新規企業の掘り起こし

【想定企業事例】

【事業効果】

・３密を避ける強靭な生産体制確立

・生産工程の効率化、最適化

・技能のデジタル化と生産性向上

【当期目標】

・３年間で１０社程度のDX導入・自主
運用支援を目指す。

～生産現場での３密を避け、新型コロナ感染リスクを低減した生産工程の構築～

①DX導入に意欲のある企業を選定 ⇒ ②選定した企業とDX導入に関する協議⇒
③通信機器、自動化機器等（センターでの試作品含む）の生産ラインへの設置及び評価 ⇒ ④企業内で自主運用できるよう指導 ⇒
⑤導入事例のとりまとめ及びホームページ等でのPR ⇒ ⑥現地研修会・セミナーの実施

事業の流れ

Ａ社 不良品画像診断、AIを導入し
不良品を即座に判定しロボッ
トで自動化

B社 職人技の数値化、熟練技能の
デジタル化

Ｃ社 協働型植物工場、ロボット自
動化

Ｄ社 生産サイクルの見える化、最
適化

ね ら い

背 景 事 業 内 容 R 3事業内容
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《ビジョンの方向性》２.熊本県でこそ農業を挑戦したくなる成長産業に

農林水産分野におけるＤＸの推進

《取組みの概要》
・デジタル技術を活用した情報の共有化、クラウド化によって現場と行政をつなぐシステムを構築し、業務の効率化を推進
・これまでスマート農林水産業の研究や実証、生産者への理解促進などの取組みを展開。今後は、これまでの成果や取組みを踏
まえ生産現場への更なる普及を図り、県内農林水産業の維持・発展につなげる

県農産園芸課、県技術管理課、県森林保全課、県水産振興課

予算額１億３０百万円

１ 農地ＧＩＳを活用したデータ共有環境の整備 【技術管理課】

＜現状・課題＞

＜事業概要＞

・農地情報など膨大なデータを農地GISに一元化し、様々な業務に活用
・スタンドアロン形式のため、データ更新・集約・共有に多大な労力が必要

○事業内容

・基盤整備情報、農用地情報など更なる業務データを追加整備

・データ共有環境の構築、クラウド化を進め、業務の高度化・効率化を推進

＜現状・課題＞

＜事業概要＞

○事業内容

・「ゆうべに」の摘果作業の見える化（展示ほ設置）

・荷受け効率化・省力選果機の実証

・栽培環境や栽培技術のデータ化によるマニュアル作成

・貯蔵環境や貯蔵管理のデータ化によるマニュアル作成

・省力栽培技術とスマート機器装備による労働生産性のモデル実証

○事業主体：県、農業協同組合等

○事業期間：令和４～６年度

気候変動の激化や担い手の減少が進む中、先進技術を園芸分野にも導入
し、他県に先駆けた次世代農業に取り組むことで園芸産地を維持・強化

４ DXを活用した園芸産地の維持・強化 【農産園芸課】

いちご

花き

デコポン

なし・くり

＜現状・課題＞

＜事業概要＞

５ スマート養殖業普及拡大事業 【水産振興課】

○事業内容

シマアジの養殖施設への普及展開を見据えて、ＡＩを活用した自動給

餌システム（赤潮センシング機能等を付加）を開発

○事業主体：県海水養殖漁協 ○事業期間：令和４～５年度

・本県の養殖シマアジは全国２位の生産量で販売単価も高く輸出も増
・養殖現場では労働力が不足するほか、シマアジは赤潮の被害を受けやす
い（被害額91百万円）

＜現状・課題＞

＜事業概要＞

大規模災害が頻発しているが、治山台帳や林地開発許可地情報は紙管
理のため、迅速な災害調査や林地開発の施工に係る点検に支障が発生

○事業内容

治山台帳や林地開発許可地の情報をデータベース化し、森林クラウドシ

ステムに登載してデータの共有を図る

タブレットを活用し
現場でも使用

２ 治山・林地開発許可地情報のデータベース化 【森林保全課】

＜事業概要＞
○事業内容

・漁協、漁業者からの漁獲実績や漁場の管理状況の報告体制の構築

・上記情報を水産資源の保存、適切な管理に活用（水産庁、県）

＜現状・課題＞

３ 熊本県漁獲情報デジタル化推進事業 【水産振興課】

改正漁業法によって漁獲報告等が義務化

漁業者 漁協
水揚報告 電子報告

熊本県ＤＢ

情報集約

・蓄積

漁獲データ等

の可視化

国DB

熊本県領域

漁獲情報提供

（一部漁協）

データ格納
解析に

活用

クラウド
鳥獣情報！

オンラインGIS

♪
いちごの自動選果 除草ロボット
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《ビジョンの方向性》３.新しい観光スタイルを熊本県の切り札に

デジタルマーケティング事業

《取組みの概要》
R1年度…インバウンドを意識した新たな動画や特設ページを制作、海外(欧米豪、アジア圏)へ配信(ラグビーW杯への対応)。
R2年度…自然、温泉、阿蘇プロモーション等、テーマ毎の動画やWEBページを制作。コロナの影響により、配信は地域（県内中
心）・時期を限定して実施。
R3年度…テーマ別動画・ページ制作に加え、国内向け広告配信を再開。「タビマエ」重視プロモから、新規技術による「タビナ
カ・タビアト」マーケの検討に着手。

県観光企画課
予算額６７百万円

＜R4年度実施方針＞＜課題と方針＞

１ 制作

・国内(熊本・九州内)向け： 熊本観光の最重要顧客層(約7割：宿泊人数ベース)向けに、R3年度まで

に好評のSNS・動画コンテンツを制作拡充し、「既存の熊本ファン」のロイヤリティ向上を図る。

・国内(関東・関西)向け／海外向け：熊本の認知度・ブランド向上を目的に、マーケット毎のプロモー

ションコンテンツを制作。国内・海外とも、各種認知度・ブランドランキングでの順位向上(九州内

トップグループ入り)を目指す。

２ 広告・配信

・上欄方針に応じたセグメントへ、タビマエ広告配信を強化。デジタルの特性を活かし、約2週間単位

のPDCAサイクルを確立し、一層の配信効果最大化を目指す。

・既存コンテンツの利用による、広告配信予算の効率化を実施。前回広告配信結果に基づく配信セグ

メントの再選定・再配信を行うほか、コンテンツの再編集により対象マーケットへの最適化を図る

など、新規動画制作(撮影)のみに依らない効果的なマーケティングを実施する。

・スマホGPS情報によるリアルタイムタビマエ&タビアトマーケを開始。観光MaaS・顔認証技術事業

等と連動し、他県にない「ついで観光・ついで消費」スタイルをデジタルの力で実現する。

３ 分析・調査

・携帯電話会社のGPS移動データシステムの活用を継続・拡充。多様化・細分化する観光動態をほぼ

リアルタイムで把握し、観光統計を補足するデータとして県の観光施策に活用する。市町村・観光

協会等に提供するなど、熊本県内の観光データマーケティングを主導する立場へ。

・併せて、ニューノーマルに即した混雑情報提供等も試行開始。広告・配信施策とともに、旅行者満足

度の向上を図る。

【Ｒ4年度へ向けた課題】

○［国内重視］から［国内・海外］へ

実誘客に直結する「国内向けマーケ」

と、インバウンド再開へ向けたブラン

ド向上・維持「海外向けマーケ」の両立

〇［既存コンテンツの活用］

R3年度までの制作済み素材を再活用

するだけでなく、新規コンテンツの効

率的な制作方針立案のためのツール

としてフル利用

動画・サイト制作

WEB広告・
プロモーション

データ分析

観光行動誘導

デジタルマーケティングの考え方
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《ビジョンの方向性》３.新しい観光スタイルを熊本県の切り札に

スマート観光の推進

《取組みの概要》
○本県には豊富な観光資源が存在するものの、車以外でのアクセスが困難なことが多い。また、WEB・スマホの普及による人々

の行動志向の変化で台頭した新しい観光地が、「集客」、「消費」に直結していない。

○交通利便性向上と、旅行の検索・予約・決済等をスムーズにつなげる「観光MaaS」の構築に取り組むと同時に、新しい観光

地のハード・ソフト面の環境整備を促進し、旅行者満足度の向上と消費促進及び、観光産業のDX化・基幹産業化を推進する。

県観光企画課

＜現状・課題＞ ＜事業概要＞

＜イメージ図＞

〇 定番観光地間を結ぶ従来の観光スタ
イルは、車による長距離移動を伴うものが
主体のため、地域毎の滞在性が低く、域
内消費が向上しない
〇 各地域間・地域内の公共交通の利便
性は低く、高齢者やインバウンド旅行者、
SDGs意識の高まり等に対応できていな
い ［現状］

○事 業 内 容：交通手段の利便性向上を図り、スマホ等で検索・予約・決済をシームレスにつなげることで、
観光地までの二次交通の課題を克服するとともに、周遊促進による観光消費の増加を目指す

○事 業 主 体：県（県観光連盟）
○事 業 期 間：令和３～５年度

（１）スマート観光交通体系構築事業～交通環境の改善～

交
通
ダ
イ
ヤ
・運
行

経
路
に
観
光
行
動

が
束
縛
さ
れ
る

駅・空港

県 観光連盟負担金
委託

【スマート観光交通体系構築事業】

事業者(複数)

有識者会議

【域内周遊・滞在促進のための観光地域づくり事業】

県
観
光
連
盟

負担金
補助

観光事業者(飲食・物販店等)

DMO 旅行会社
市町村 観光協会等

情報共有

（２）域内周遊・滞在促進のための観光地域づくり事業～現地環境(魅力)の改善～

観光二次交通が適切に提供されるととも
に、ハード・ソフト整備が伴う観光地が面的
に形成されることで、各観光地域内の周遊
性や滞在性、域内消費額が向上

学識経験者・観光事業者・観光協会・自治体等

○事 業 内 容：交通環境の改善に加え、観光事業者等に対するハード(駐車スペースや充電ポイント等の
交通受入環境類)及びソフト(食や体験等のコンテンツ造成、商品開発類)の補助を行い、
現地環境の向上を図ることにより、魅力的な観光地域づくりを推進する

○補助上限額：５百万円
○補助率：２／３
○事 業 主 体：観光事業者、観光協会、市町村等
○事 業 期 間：令和４～５年度

予算額７３百万円
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《ビジョンの方向性》３.新しい観光スタイルを熊本県の切り札に

阿蘇観光未来創造事業

《取組みの概要》
・阿蘇地域における観光産業の活性化を図るため、観光地やホテル等に顔認証システムを導入し、ニューノーマルな観光スタイ
ル及び持続可能な新しい観光地域づくりを行う。

・快適で満足度の高い観光体験を実現するため、新しい観光コンテンツの開発など、新たな観光施策の創出に取り組む。

県観光企画課

（１）事業内容
○令和２年度のモニターツアー及び令和３年度の実証実験の結果を踏まえ、動態調査・分
析及び分析結果を踏まえた効果的なプロモーションや地域内での顔認証システムの利用拡
大を図る。

（２）事業の効果
○観光客：スピーディーでストレスフリーな観光を体験でき、利便性・満足度が向上
○観光地：効率化・省力化により人手不足の解消や生産性が向上、イメージアップ
○非接触型システムの導入により、新型コロナウイルス等の感染症拡大防止にも効果的
○先進技術体験フィールドとして、先進地視察等のオフピーク需要が増加

（３）事業主体
○事業主体：県

（４）事業期間

○令和２～４年度

＜現状・課題＞ ＜事業概要＞

・ICTを活用した政府の社会構想
「Society 5.0」において、観光分
野では、観光客の利便性向上と受
入側の省力化・効率化に向け、顔
認証システムの活用が検討されて
いる。

・先進システムを活用し、新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止に取
り組む意欲的な観光地としてイ
メージアップにつなげる。

・地震で傷ついた阿蘇地域の観光産
業は、他地域に比べ戻りが鈍く、
地震前の水準に戻っていない。
・本県観光をけん引してきた阿蘇地
域の観光産業の立て直し及び基盤
強化は、熊本観光全体の喫緊の課
題。
・新型コロナウイルス感染症を踏ま
え、ニューノーマルな観光スタイ
ルや持続可能な観光地域づくりを
行うことが必要。

 

予算額８百万円
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《ビジョンの方向性》３. 新しい観光スタイルをくまもとの切り札に

スマート観光提案型システムの構築

《取組みの概要》
コロナ禍により国内外の旅行者が激減する中、特にインバウンドの誘客回復のためには、海外の旅行会社等への営業活動の際に、
旅行者の価値観の変化を念頭に、多様なオーダーへの迅速な対応が必要。また、県庁における人事異動により生じる職員間の
キャリア格差解消や、観光プロモーション業務の効率化など、働き方改革にも取り組む必要がある。これらを踏まえ、旅行会社
等に観光素材や観光ルートを提案する「スマート観光提案型システム」を構築する。(事業期間：Ｒ３年度～Ｒ５年度)

県観光企画課
予算額１５百万円

（生産性の向上）
DXにより、観光ルート造成・提案の
質と生産性を向上！
DXにより、観光ルート造成・提案の
質と生産性を向上！
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《ビジョンの方向性》４．新たなヘルスケアシステムの構築へ

ICTを活用した誰もが安心して暮らせる地域共生社会づくり

《プロジェクトの概要》
●熊本地震や令和２年７月豪雨において設置された地域支え合いセンターでは、被災者が安心した日常生活を営むことができる
よう、訪問等による見守りや相談支援、地域交流促進等の総合的な支援を実施。

●このような被災地域コミュニティ形成支援の経験を包括的な支援体制づくりに活かしつつ、ICTを活用し、地域や家族による共
助の支え合い体制の基盤をさらに強化。

●現在の被災者の見守りから、将来的には県内全域の高齢者等を対象とした見守りへと拡大し、互いに支え合い、誰もが安心し
て暮らせる地域共生社会を実現。

県健康福祉部

双方向の
コミュニケーション

地域支え合いセンター
（市町村社協）ICTによる見守り

≪健康長寿支援≫
健康づくり

≪社会参加支援≫
地域の縁がわ・通いの場

※円内はR4の取組み
※円外は将来的な付加価値

≪在宅医療提供体制≫
在宅で安心した

診療を受けられる基盤

≪住み慣れた地域で暮らしていくために≫
ICTを活用した地域共生社会の実現

≪医療・介護等の情報共有≫
くまもとメディカル

ネットワーク
≪災害対応≫

要配慮者の避難支援

予算額７百万円
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《ビジョンの方向性》５.オールくまもとで経験を活かして災害に強い熊本県に

「逃げ遅れゼロ」の実現に向けた防災情報の発信・伝達手段の多重化

《プロジェクトの概要》 実施主体：県
○県民誰もが日常、非常時を問わず「知っておくべきこと」「できること」「すべきこと」を正しく理解し、自分の命は自分で
守るという意識の醸成を進め、逃げ遅れゼロの実現に向けて行動できる県民を増加させるため、防災情報の発信・伝達手段の
多重化を図る。

県危機管理防災課

【これまでの取組み】
○県民向け防災専用サイト「防災情報くまもと」を核に、登録制のメール、Ｌアラート、エリアメールなどを活用し、県民
へ広く災害関連情報を発信。

○また、令和３年６月からは、より多くの県民へ防災情報が伝わるよう「yahoo防災アプリ」や「Twitter」等のＳＮＳを活
用して、伝達手段の多重化を推進。

【今後の取組み】
①ＳＮＳを活用した防災情報サイト等の周知

県が提供する防災情報サイト等の幅広い世代への周知拡大に向け、テレビ・ラジオ等の広報番組をはじめ、テレビや活
字離れが進み、防災に興味を持たない若年層をターゲットとして、SNSなどスマートフォンで見れる媒体を活用した広報
を展開。

②民間企業のＩＴ技術を活かした、新たな防災情報の発信・活用方法の検討
県民の早期かつ安全な避難のため、各企業のＩＴ技術・強みを活かした情報発信等を検討。
（例）■顔認証システム等を活用した避難所運営

・避難状況、逃げ遅れ者の把握
・家族等への被災者の避難状況の情報提供
・住基、国保、介護等のデータ連携による、被災者
支援の効率化

■安全な避難経路の確保
・道路情報をリアルタイムに把握・発信し、安全な
避難経路を確保する

【内容】
防災情報共有システム
へのデータ連携

【内容】
住基／マイナンバー
カード情報との連携

【可能となる業務】
避難者の把握、避難所への出入り状況・時間等の把握

【事前準備】
個人情報の登録（顔画像、住所・氏名等の必要な情報）

住基等データ

顔認証システム等の技術を活用した避難所での避難者管理

【内容】
顔認証システムの出入
り以外への応用【

【内容】
国保・介護等情報との
連携

避難所管理国保・介護等データ 防災情報共有システム

顔認証システムの応用他のシステムとの連携
顔
認
証
シ
ス
テ
ム
の
展
開

「顔認証システム」による避難所管理・運営支援の将来イメージ

今後の展開
（顔認証システムの発展）

予算額９９０千円
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《ビジョンの方向性》６．熊本県を自然の恵みだけでなく便利さも実感できる地域社会へ

県の行政手続のオンライン化について 県情報政策課

令和２年度 令和3年度 令和４年度 令和５年度

行政手続の棚卸調査

条例改正

高度情報化推進の計画の策定 計画終期

高度情報化推進本部の定期開催（庁内の合意形成・進捗管理）

法改正

行政手続のハンコレス（押印廃止・公印省略）

行政手続のオンライン化の試行実施、課題の洗い出し

ロードマップの作成

技術的課題がない手続きのBPRとオンライン化

技術的課題がある手続きのBPRとオンライン化※

運用開始

ペーパレス化の促進、電子決裁の定着

手数料のキャッシュレス化、財務会計事務のペーパレス化の方法の検討

※基本的に令和６年度までにオンライン化を完了することを目指す。ただし、手数料等の収納を伴う行政手続は、令和８年度稼働予定の
新総合財務会計システムの開発と一体的にオンライン化を進める必要があることから、令和７年度までにオンライン化の準備を完了す
ることを目指す。

新総合財務会計システムの設計

新文書管理システムの検討・開発

《取組みの概要》

○ 県の行政手続の３レスを具体的に進め、法令上の制約がないほぼ全ての行政手続のオンライン化を令和７年度までに完了することを目指す。

21
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《ビジョンの方向性》７.地域社会の担い手に選ばれる郷土に

デジタル実装支援に係るデジタルものづくり中核人材育成

《取組みの概要》
県内製造業においてデジタル実装技術の導入・運用を担う中核技術者（中堅社員、現場リーダー、工場長など）の人材育成

を目的に、産学官連携による技術普及講習会等を実施する。

県産業技術センター

熊本県産業技術センター
県内の地域企業の技術部

熊本高専
実践的な技術者育成教育

九州工業大学、
九州デジタルエンジニアリング研究会

九州各県の公設試、産総研

H30～
九経局ＩｏＴ実証ラボ

(九州第４次産業革命実証ラボ)

相互連携や補間

○育成カリキュラムの作成
○技術者研修の実施
○現場での実践と定着の支援

「デジタル実装支援」に係る「デジタルものづくり中核人材育成」

地域企業技術者等の
製造系「IoT」技術分野の
人材育成に係る連携

熊本大学、東海大学
県内企業の研究所

【 対 象者 】 県内中小企業における中核技術者（中堅社員、現場リーダー、工場長など）

【実 施内 容】 ①「デジタル実装支援」に関する中核技術者向けカリキュラムの作成と技術研修の実施
②「デジタル化による生産性向上」の現場での実践と定着の支援

ex) (1)製品開発・設計・解析、(2)製品試作・計測・検証、(3)電気回路設計・組み込みシステム、
その他、生産性向上に貢献する関連技術など

予算額８百万円
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《ビジョンの方向性》７.地域社会の担い手に選ばれる郷土に

優れた人材や技術の「X(融合)」を追究し、
DX時代の夢をつなぐ創造的エンジニアの育成

情報サービス産業協会
県高校教育課、産業支援課予算額９百万円

《取組みの概要》
県内企業の現役役職者（マイスター・ハイスクールCEO）のマネジメントのもと、県内企業の技術者による最先端デジタル技術を
取り入れた授業、県内企業での実習等をとおして DX社会を見据えたデジタル人材及び「コトづくり」にも貢献できる人材の育
成に取り組み、産学官が一体となった産業人材育成のエコシステムを構築する。
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くまもとＤＸアワードの展開

ＤＸは一気に達成されるものではないため、段階的なデジタル技術の導入も含めたアワードを設計

《ビジョンの方向性》機運の醸成

熊本商工会議所

《取組みの概要》
・会員企業のDX推進を後押しする取組みとしてアワードを新設
・挑戦的な取り組みや地道ながら着実に新しい成果を上げている会員企業のDXにスポットライトを当て、DXに対する経営層のさら

なる理解と実務担当者の実行力を強化
・県内企業のDXの取り組みを促進する

デジタル技術を活用し、以下の取組みのいずれかで目覚ましい成果を収めた企業及び個人、または集合体。

①経営ビジョンに沿った現状分析、課題解決のアイデアとそれに基づくビジネスモデルを実践し、
②これらの活動を通じて新しい価値や顧客を創出して、
③自社内の技術力の向上、経営の安定及び社会的地位の向上を実現した

【表彰の対象】

【ＤＸ大賞】（熊本商工会議所会頭賞）

さらに、以下のように熊本県の産業界の発展につながる組織的な活動にはＤＸ大賞などを贈る。

④熊本県が目指している「熊本を日本一のデジタル県に」を実務レベルでサポートする、
⑤熊本市周辺を含む地域のDX推進をリードする、
⑥地域が抱えている環境保全・社会福祉などの課題解決やSDGｓの推進にも役立つ

会員企業のＤＸの取組みが活性化

-----------------------審査のポイント-----------------------
取り組みの中で、DXに対する企業の意識や姿勢が感じられるか、DXの取り組みが明確で、従業員の参加意識が旺盛か、DX人材は育っているか、
取り組みの中で、新しい価値の創出や技術力の向上に独創性・新規性はあるか、新しいビジネスモデルは顧客の獲得や地域の産業界の刺激になっ
ているか、DXの取り組みが、将来的には地域が抱える課題解決の糸口につながるか、等

ＤＸ推進活動の成果が地域における人と企業と自然の調和を生み出し、地域の健全な発展へ
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《ビジョンの方向性》７.地域社会の担い手に選ばれる郷土に

データサイエンス科目の必修化

《プロジェクトの概要》 実施主体：熊本県立大学
実施予定時期：令和４年度から

熊本県立大学

◯データサイエンス科目の必修化（文理問わず全員）
高等教育機関に求められているもの
（＝今後の社会に対応した学生に対し、提供しなければならない教育）

・データに関する知識
・データを取り扱うためのスキル データサイエンス
・データに対する対応能力

→ 学生は、データ思考の涵養の視点から、統計学的なアプローチ（社会調査、多変量解析、テキス
ト分析、クローリング、因果推論）と情報学的なアプローチ（画像処理、音声処理、センサー技
術、機械学習、深層学習）を学修する。

学生がこれまで取り組んできた地域活動や研究で場で、身につけた
データサイエンスの手法を活用して、問題解決にさらに取り組む。
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資料：東海大学

26 p.26

くまもと型ＤＸ農業への東海大学の寄与

《プロジェクトの概要》
熊本県農業法人協会や東海大学モニター農家と連携し、農家の個性を活かした技術の更なる向上を図るＤＸ農業を展開する。

東海大学

《ビジョンの方向性》2.農業を挑戦したくなる成長産業に
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スマートシティくまもと推進戦略（案）

《取組の概要》
誰もが快適で利便性の高い暮らしを実感できる持続可能なまちを実現するため、ICT等の新技術を活用し、多様な市民ニーズ
に対応したサービスの提供や都市機能の効率化・高度化により、地域の課題を解決し、持続的で上質な市民生活・都市活動を
実現するまち、すなわち、スマートシティの取組を推進していく。このため、具体的な事業を創出するための官民連携のプ
ラットフォームを設置するとともに、本市の重点課題であることなどから５つの分野においてモデルケースプロジェクトを設
定し、先行的に取り組む。

熊本市

スマートシティの取組の推進にあたっては、「新技術ありき」ではなく、課題解決を
目的とした社会実装に向けて取り組むことが重要と考え、具体的な事業を創出
するための実務的な協議を行う場として、「スマートシティくまもと推進官民連携
プラットフォーム」を設置。
プラットフォームでは、多様な主体が持つ知恵や技術を生かし、具体的な事業
創出に向けた実務的な協議ができるよう、公募により広く会員を募集するとともに、
必要に応じて調査・研究や事業化のためのプロジェクトチームをプラットフォーム内
に設置し、具体的な取組を推進。

「スマートシティくまもと推進官民連携プラットフォーム」の設置

【体制図】

分
野

課題・背景 プロジェクトによって目指す姿

防
災

〇近年頻発・激甚化する自然災害
に対する備え

〇SNS等の様々な媒体からの情報
収集と、それに基づく適切な対応

ICT等の新技術の活用により、予防的措置
の精度向上やリアルタイムな情報収集・発
信による適切な避難体制の確保など、安
全・安心な市民生活を実現する

交
通

〇公共交通のサービス水準低下に
伴う公共交通機関の利用者減少

〇慢性的な交通渋滞とそれに伴うバ
ス遅延等公共交通機関への影響

〇多様な移動ニーズへのきめ細かな
対応

MaaSによる快適な移動を実現することで、
公共交通の利便性を向上し、公共交通利
用者の増加を図り、持続可能な公共交通
の確立を目指す

行
政

〇デジタル技術を活用した行政運営
の効率化

〇行政手続のデジタル化に向けた業
務プロセスの抜本的見直し、情報
システムの標準化

行政サービスにおけるデジタル技術の導入や
データの利活用を推進し、市民の利便性向
上と行政コストの削減を図る

ｴﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞｰ

・
水

〇「2050年温室効果ガス排出実質
ゼロ」に向けた電力の脱炭素化

〇熊本地震を踏まえた災害に強いエ
ネルギーシステムの構築

ICT等の新技術と地域資源によるエネル
ギーを活用したエネルギーマネジメントの推進
により、持続可能な「くまもと脱炭素循環共
生圏」の実現に寄与するとともに、災害に強
いまちづくりを進める。また、AIやビッグデータ
を活用した地下水保全対策によって、水と
緑に恵まれた持続可能なまちを実現する

医
療
・
介
護

〇特定健診受診率の全国平均との
乖離

〇平均寿命と健康寿命との大きな差
〇医療・介護費の増大

データ分析に基づく取組効果の見える化や
AIを活用した将来予測による健康リテラシー
の向上、地域主体の健康づくり活動などによ
る多様な世代が健康で生きがいをもって暮ら
すことができるまちを実現する

モデルケースプロジェクトの実施

エ
ネ
ル
ギ
ー
・水
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《ビジョンの方向性》５.オールくまもとで経験を活かして災害に強い熊本県に

八代市デジタル化推進基本計画（スマート防災の推進）

《取組みの概要》 発災時の逃げ遅れを防止するための避難行動の後押し、避難所の運営に係る被災者の受け入れ態勢や、入退
所の把握等の体制を整えておく必要があることから、マイタイムライン等のデジタル化、避難所運営などへのデジタル技術の活
用や確実な情報伝達体制の再構築など、スマート防災の取組を強化します。

八代市
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《ビジョンの方向性》６. 熊本県を自然の恵みだけでなく便利さも実感できる地域社会へ

八代市デジタル化推進基本計画（行政手続のデジタル化の推進）

《取組みの概要》あらゆる行政手続きにおいて、このマイナンバーカードの活用することに加え、市民が市役所窓口に出向くこ
となく、いつでもどこでもスマートフォン等を活用して申請・届け出や公共施設の予約等を行い、行政サービスの完全オンライ
ン化(スマート市役所)を目指した取組を行います。

八代市
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《ビジョンの方向性》４.熊本県でこそ新たなヘルスケアシステムの構築へ

八代市デジタル化推進基本計画（デジタル医療MaaSの構築）

《取組みの概要》地理的に条件不利な中山間地域においては、人口減少と高齢化が進み、医療資源も不足しがちであることから、
患者の移動負担軽減や医師の往診回数の縮減を図るため、デジタル技術を活用し、遠隔医療機器を装備した移動診療車によるモ
バイルクリニックを導入することにより、医療機関の配車や患者の診察予約を速やかに行えるようなMaaSを導入します。

八代市
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《ビジョンの方向性》４．新たなヘルスケアシステムの構築

荒尾ウェルビーイングスマートシティ（さりげないセンシングと日常人間ドック）

《取組みの概要》 実施主体：あらおスマートシティ推進協議会
COI東北拠点（東北大学）が推奨する、従来の公助に加え自助と共助を促す「さりげないセンシングと日常人間ドック」のコンセ
プトを参考に、市民も来訪者も荒尾市で健康の重要性に気づき、交流（リアル・デジタル双方）と健康増進が図れる各種サービ
スの創出と実装を進める。その日の状態に合った食事や行動を示すとともに、それらが体験できる市内店舗等の紹介やクーポン
発行により、市民・来訪者の健康増進と地域経済活性化の同時実現を目指す。

荒尾市

■さりげないセンシングと日常人間ドック
COI東北拠点（東北大学）

引用：和賀巌（2018）「日常人間ドックプロジェクト COI東北拠点が巻き起こす「旅」と

「暮らし」のパラダイムシフト」東北拠点シンポジウム基調報告①

センサー群を埋め込み、市民・来訪者が健康の重要性に気づき、交流と健
康増進が図れるシステムを目指す。従来のセンサーの「はかる」→「わか
る」から一歩進め、「おくる」という仕組みで計測される本人だけでなく、
家族等の他者にもデータが届く仕組みへ。

血流動態センシング(イメージ)

魔法の鏡(イメージ)

引用：和賀巌,末永智一「COI東北拠点さりげないセンシングと日常人間ドックで実現する自
助と共助の社会創生拠点」 (2020)
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《ビジョンの方向性》５．オール熊本で災害に強い郷土に

荒尾ウェルビーイングスマートシティ（災害時も想定したエネルギーの地産地消）

《取組みの概要》 実施主体：あらおスマートシティ推進協議会
Society.5.0が目指す人間中心の社会を形作っていく中で、自立的なエネルギーの地産地消・災害に強い電力インフラシステムの
構築（再生可能エネルギーの域内活用と蓄電池・EV等との連携、群制御による地域エネルギーマネジメントシステムの構築）を
目指す。

■エネルギーに関する取組

エネルギーに関する取組として、再生可能エネルギーを活用した電力の地産地消と環境価値による排出係数オフセット
を行い、CO２排出量を0へ削減する。また、EVを動く蓄電池として捉え、公用車をEVに交換、非常時・緊急時にはEV ・
EVステーションから一次・二次避難所である市有施設に対して電力を供給する体制の構築に取り組む。

荒尾市
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《ビジョンの方向性》５．オール熊本で災害に強い郷土に

荒尾ウェルビーイングスマートシティ（生体認証による防災セキュリティ見守り事業）

《取組みの概要》 実施主体：あらおスマートシティ推進協議会
災害時における避難状況の把握と逃げ遅れ防止や児童の登下校状況把握による行動見守りを目的として、顔認証などの生体認証
データを活用した各種サービスの創出と安全安心なまちづくりを目指す。

顔認証などの生体認証データをマイキープラットフォームやパーソナルデータエコ
システムなどを通じて連携することで、ヘルスケア、エネルギー、モビリティの取
組みなど多様なサービス分野での利活用が可能となり、さらなる効率化、最適化に
繋がるとともに、新たなサービス・価値を提供することを目指す。

クラウド管理基盤
（顔認証等）

・登録者データ
・施設関連情報

SAFR

荒尾市データ
連携基盤

市民識別、体温検知等

避難状況の把握、安否管理

マイキープラット
フォーム

マイキープラットフォーム（マイキーID）

荒尾市データ連携基盤（都市OS）

顔認証技術
利用者の事前登録

クラウド管理基盤

今後、連携模索

※R4以降で検討

連携 連携

■顔認証による避難所逃げ遅れ管理（防災） ■顔認証による行動見守り（セキュリティ・見守り）

荒尾市データ連携基盤

マイキープラットフォーム

認証

登録

小学校

マイキープラットフォーム（マイキーID）

荒尾市データ連携基盤（都市OS）

顔認証技術
利用者の事前登録

クラウド管理基盤

クラウド管理基盤
（顔認証、不審者検知等）

・登録者データ
※R4以降で検討

連携

今後、連携模索

○顔認証技術を活用することで、手ブラで避難した人も含めた
避難状況をリアルタイムで把握することが可能

・避難所において、避難行動要支援者の避難状況確認や、感染
等に配慮した適正避難者数の管理など、避難者にとって安全
安心な環境づくりが可能。

・マンパワーが不足する災害時において、避難所運営における
受付事務処理軽減による行政職員の最適配置が可能

・災対本部とのリアルタイムな避難者状況の把握と変動する施
設収容人数に応じた支援物資、食料等の適正配分が可能

○顔認証を活用することで、児童の登下校状況をリアルタイム
に把握できると共に、不審者検知が可能となる

・児童の登下校状況が顔認証技術で把握可能
・児童の登下校状況把握による安心向上
・部活動等の外部指導員、PTA活動者に対するセキュリティ強化
及び円滑な学校運営が可能

・顔認証と属性認識技術により不審者を検知可能
・不審者検知により、学校内の施設セキュリティと二重の警備
強化が可能

データ連携

荒尾市
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《ビジョンの方向性》６．自然豊かな恵みだけでなく便利さも実感できる地域社会へ

荒尾ウェルビーイングスマートシティ（パーソナルデータエコシステム）

《取組みの概要》 実施主体：あらおスマートシティ推進協議会
東京大学を中心に研究・開発する、パーソナルデータを集中管理ではなく、 各個人に集約し分散管理する「Personal Life 
Repository」の仕組みを用いて、パーソナルデータを本人の同意範囲にも基づき安全に管理しつつ、①個人のニーズとサービス
のマッチング促進、②個人向けサービスの質向上（一時利用）、③多数のパーソナルデータを収集し統計分析や機械学習へ活用
を目指す。

集中管理から分散管理へ

■パーソナルデータエコシステム 東京大学 大学院情報理工学系研究科 ソーシャルICT研究センター

引用：東京大学 大学院情報理工学系研究科 ソーシャルICT研究センター 橋田浩一教授作成資料

パーソナルデータを本人の意思で共有・活用する仕組み

引用：東京大学 大学院情報理工学系研究科 ソーシャルICT研究センター 橋田浩一教授作成資料

荒尾市
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《ビジョンの方向性》６．自然豊かな恵みだけでなく便利さも実感できる地域社会へ

荒尾ウェルビーイングスマートシティ（オンデマンド相乗りEVタクシー）

《取組みの概要》 実施主体：あらおスマートシティ推進協議会
利用者のニーズに合わせた多様な交通手段を提供すべく、AIを活用したオンデマンド相乗りEVタクシーを導入し、新たな公共交
通の構築を目指すほか、荒尾市内でラストワンマイルの移動を提供する。

荒尾市
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人吉市
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◆住民の安心・安全確保に向けた迅速な災害状況把握・情報提供サービスの運用検証事業

【R3実証】［事業者：㈱ｳﾌﾙ、KPMGｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ、システムフォレスト 他］

⇒内閣府『スーパーシティ構想の実現に向けた先端的サービスの開発・構築等に関する実証調査業務』

人吉市内を実証フィールドとして、次の①～②の実証事業を実施。

①国土地理院等のオープンデータ（標高データ等）及びドローン空撮データ等を利用した災害状況等

把握のデジタルツインモデルを構築し、XRグラスを用い現場状況を把握することで、意思決定

サポートツールとしての活用有用性を実証。

②ドローン運航による空撮データ、GPSデータ、高度情報データを位置情報可視化ツールにデータ

連携し、災害発生時の被害状況把握等を可能とするユーザーインターフェース等を評価検証。

◆デジタルケア避難所サービス実証事業 【R3実証】［事業者：Gcomﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱］

コロナ禍における大規模災害時の避難所運営には多大なマンパワーを要することから、特に受付事務をデ

ジタル化し、円滑な避難所運営に資するシステム開発・運用の実証を行う。

①
基本情報
入力

②
ＱＲコード

発行

③
避難所
ﾁｪｯｸｲﾝ

《ビジョンの方向性５》オールくまもとで経験を活かして災害に強い熊本県に

《プロジェクトの概要》 実施主体：人吉市、ＮＥＣ、ウフル、ＬＥＭ空間工房、システムフォレスト、Gcomﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ
・令和２年７月豪雨災害からの未来型復興の起爆剤とするため、本市スーパーシティ構想を策定し国に提案。
・同構想の先端的サービス分野は、防災分野、観光分野、支払分野、エネルギー分野、行政サービス分野の５分野を設定。

人吉市スーパーシティ構想（先行実施事業）② 人吉市
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人吉市
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資料：石原座長
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